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「電算共同化システム」参加問題 いよいよ智慧の出し所！
町は税や国保など役場事務の電算システムについて、経費を3割がた安くすることを目的にH26.8.11に14町村と

「共同化」の契約を締結（前町長時代）。米村町長となってH28年度予算計上の折、再計算してみたところ、現在町
がお願いしている（株）電算への委託料よりも高い負担金（最大で年1.000万円超）となっていたことが判明。町と
してその原因を探り是正の提案を続けてきました。
すなわち、H24年度の経費について「何の事業を共同化するか」について参加町村で統一することなく、 「共同

化」事務局が提出された事務経費をそのまま基礎経費として計上し、それを基に負担金を計算していた疑いがあると
して、以下の点の是正を求めてきました。

①基礎となったH24年度の電算経費の計算方法に二重計上の疑義がある。
②稼働していないシステムの費用も含まれていた。
③紙代・印刷代も運用経費に入れ込んでいた。

ようやく町の主張が実り、負担金の計算方法について参加自治体の合意が得られて再計算をし直した結果、町の負
担金削減は他の自治体（平均約21%）に比べ、前期で削減率は僅か２％であることが判明。他町村平均よりも2,655,7
千円の返還金をうけられることになるそうです。（6.21幹事会）
しかし、共同化事務局はこの本来の適正な経費に基づく負担金の徴収を拒否。後半（H33～37年)には安くするから

とあくまで当初で示した負担金（5年間で1億6千220万円）の支払いを町に求めています。これまでに町は94,472千円
の負担金を支払い済み（H28～30）。本来ならば、直ちに是正措置が取られ、負担金の精算が行われるべきところ不
誠実な対応を続けています。このまま続けていいのかが問われています。
後期5年間（H33～37年）で削減するからと「共同化」事務局は言いますが、後期に脱退する町村が出れば、削減の

約束（21.31%）は空手形となる危険性があります。データ移行費も新たに約5,650万円もかかります。
8月の幹事会や委員会で次期5年間に参加する自治体が決まるそうです。（株）電算への委託料（年約2,536万円）も
払っているので現状は二重払いになっていますから、大問題です。

【何が問題？】
１、そもそも契約時に、いくらの負担金が生じるのか金額の提示がないまま契約したこと。
２、契約内容が「途中で脱退したとしても前期５年間分の負担金を支払いすること」となっていたこと。
３、H24年度の基礎経費の把握と負担金の計算式・計算方法についての事前の合意がなかったこと。
４、町が負担金算出における疑義を指摘したのにすぐに是正の措置を取らず高い負担金を押し付けていること。

8月1日より いよいよ実施！

病院での支払いが月500円のみ。

―子ども医療費現物給付実施へー

長年の保護者の願いであった窓口での
医療支払いが、これまでの「3割」から「月500円」で
すむようになります。薬局でも月500円でOK！。
対象者は951人。18歳までの乳幼児・児童が対象
です。すでに受給者証が送付されていますので、
提示すれば月500円の負担ですみます。
お金の心配をしないで病院に駆け込めますね。

今後は自己負担金を無くすこと、こ
ども以外の障がい者などの福祉医療
制度対象者も現物給付の実施が課
題です。
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８月１９日（日）午後1:30～4:30
望月人権文化センター
望月471-12 0267（51）1135望月御桐谷西
信号の角 ＊ご参加希望の方は送

迎します。お気軽にお
電話ください。＊

090-9144-8534

―交通確保は“いのち”の保障！人権問題－

と考える

おとや

「私たちの足」・公共交通

交通の専門家が全国の工夫努力をご
紹介します。ご一緒に考えましょう。

免許を返上し
ろと言われて
も ねぇ

車の運転ができ
ないときに病院に
行くのって大変な

んですよ。

議会報告
夏季号

【今後の選択枝】こうした事態を受けて４つの計算が示されました。金額は前期５年間でかかる額。
①H31年度から参加した時 96,127千円 ②後期業者を入札2番目の（株）電算にしたとき 31,048千円
③共同化から後期は抜ける時 57,605千円 ④最初から参加していた時 56,502千円（二重払いは免れるから）
負担金162,207千円はいずれにしても支払います。 又データが集中すれば、漏えいのリスクも高まります。



（３）義務教育の実質無償化実現を。給食費の
段階的無料化で経済的支援を。

毎年一学年ずつ実施するとすれば330万円ほどでできる。小
学校低学年から順次実施を。又、食材費に補助を出して軽減
を。例えば一日100円の補助をすれば5400円が3400円で済む。
佐久穂町では食材に補助を出している。

《教育次長》食材費は自己負担でお願いしたい。

Q保護者負担の軽減への努力を。小学校、中学校
における保護者負担の実態はどうか。

・入学準備金 小学校2.5万円、
＊ 中学男子6.3万円、女子は７万円

・学年費・修学旅行など
小学1～４年生で3万円/5年生で3.5万円/6年生で4万円
中学1年3.7万円2年生で4.4万円 中学３年生で10万円、

・給食費小学校で5.5万円、中学校で6万円／年間

Q,こうした保護者負担金を減らしていく努力はどのようか。
飯綱町では、教材費を年間1万円、一人当たり支給している。
《教育長》 国の支援策、一般町民からの理解が

得られれば考えたい。

6月議会一般質問
町の財源の有効活用で

子育て家庭への経済的支援強化を

（１）産休明け保育（0歳児）実施に向けての進捗
状況は。
当町では11か月から預かる体制はあるが、産休明け

から（６か月など）の体制がない。実施に向けた課題は
何か。いつまでにやるか。

《教育長》保育制度検討委員会より0歳児保育実施に

向けての答申が出されており、検討を進めているが、ゼ
ロ歳児は乳児３人に対して保育士1人が必要。保育士
の確保や面積の確保など費用対効果の観点から進ん
でいない。教職員住宅の活用ができないかなど検討し
ている。できるだけ早くに実施したい。

若い世代の定住・移住の上で、不可欠な制度の新設・充実について質問しま
した。

(2) 病児・病後児保育実施への要望は強い。
課題は何か。
教育次長：保育士だけでなく看護師と看護する場所が
必要となる。病児については佐久浅間病院、病後児に
ついては佐久市岸野保育園などで実施しており、そち
らの利用をお願いしたい。

Q,特養ホームすずらんの保育所、キラキラハウスな ど
も活用すれば実施は可能だ。また、看護師・保育士の
派遣による実施をしているところもある。
《教育長》 教職員住宅などを活用し、研究したい。
《町長》 保育士の確保やニーズの把握など検討したい。

（４）就学援助制度を受けていた家庭の高校生へ

町独自で奨学給付金制度をつくり支援を。
高校生は年間平均、公立高校で45万円・私立で104万
円ほどかかるといわれている。
そこで第一段階として、小中学校で就学援助を受けてい
た家庭、児童手当を受けている家庭を対象に教材費を
支給するなど高校生向け給付金制度を創設してはどうか。
《教育長》高校生用の奨学金制度を今検討している。

Q,小中入学前に、就学援助制度の入学準備金の支
給を今年から実施したが、その状況はどうであったか。
《教育次長》支障なくスムーズに実施できた。

＊所得の把握は保育料などでわかるので、対象者かどう
かの判断は可能であると考え、入学前に支給するように
議会で求め、今年2月に前倒し支給が実現しました。
入学のための準備には結構お金がかかります。＊支給
対象になれば、小学校で40,600円、中学校で47,600円
が入学前に支給になります。（所得制限があります）
就学援助制度は憲法で規定された「教育費はこれを無
償とする」を保障するための制度です。経済的に苦しい
ご家庭は対象になります。年度途中でも申請できます。
お気軽にご利用ください。

今、経済的に厳しい家庭が増えており、若い世代の子育て
を支援する施策を急いで実施することが求められています。
そしてその財源は十分にあります。
財政調整基金 16億2400万円、ふるさと活性化基金7億6

千万円など基金は30億円ほどあり、そのホンの一部を活用
すれば支援策は実施できます。

《財源はあります！》

《お知らせ１》町有施設のブロック塀の撤去・回収へ
地震によるブロック塀の倒壊事故を受けて町施設も点

検し、ふるさと交流館と中学校のコンクリート壁を改修
することが示されました。
また、ブロック塀の構造を探知できる探知機を購入し

住民に貸し出す制度やブロック塀の取り壊しへの補助制
度も検討とのこと。

《お知らせ２》下水道事業会計における不適切
事務処理について
課長の決裁を受けずに、予算をオーバーする契約を

したことと、下水道事業にかかる消費税の納入を遅延
した問題で、弁護士を含む5人の第3者委員会が設置さ
れ、6月議会に6ページに及ぶ中間報告（進捗報告）が
提出されました。
事実の調査・認定と原因分析・再発防止に向けての

提言等に取り組むことになっていますが、報告書は事
実の調査及び認定までとなっており、原因分析や提言
などは今後の課題となっています。
6月議会までに11回の委員会が開催され、関係者へ

のヒヤリングは5回実施されました。
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